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【要旨】 
2008 年岩手・宮城内陸地震、2011 年東日本大震災に伴う土砂災害や、2011 年台風 12 号に伴う土砂災害等、近

年、深層崩壊やそれに起因する大規模土石流、天然ダムの災害が発生し、甚大な被害が生じている。そのため、

事前の施設整備や緊急時の危機管理体制の整備等を着実に進めるための研究・技術開発の進展が必要とされてい

る。また、国の財政状況を鑑み、効率的・合理的に大規模土砂災害対策を実施するためには、深層崩壊等の発生

危険個所・発生規模予測手法が必要不可欠である。 
平成 23 年度は、深層崩壊発生危険個所・発生規模予測手法の開発のための研究として、レーザー測量データを

用い、深層崩壊発生斜面の特徴とされる岩盤クリープ斜面の表面形状把握手法の検討を進めた。その結果、固有

値比が最小となるウィンドウサイズに着目した変化率を用いると，浅い谷や遷急線・遷緩線といった岩盤クリー

プ斜面に特徴的な地形を抽出することが可能であることが示された。一方、危機管理技術ガイドライン作成のた

めの研究として、 2011 年 9 月の台風 12 号に伴う土砂災害で実際の天然ダム災害対応で適用された事例を踏ま

え、天然ダム堤体からの漏水が著しい場合の天然ダムに起因する土砂災害の発生時期の予測手法の検討を進めた。

その結果、台風 12 号に伴い形成された天然ダムにおける水位変動等の実態が明らかになるとともに、天然ダム

堤体の形状変化と漏水状況の間に関連があることが示された。 
キーワード：深層崩壊、天然ダム、台風 12 号、レーザー測量 
 

 
1．はじめに   
2008 年岩手・宮城内陸地震、2011 年東日本大震災に伴

う土砂災害や、2011年台風12号に伴う土砂災害等、近

年、深層崩壊やそれに起因する大規模土石流、天然ダム

の災害が発生し、甚大な被害が生じている。そのため、

事前の施設整備や緊急時の危機管理体制の整備等を着実

に進めるための研究・技術開発の進展が必要とされてい

る。また、国の財政状況を鑑み、効率的・合理的に大規

模土砂災害対策を実施するためには、深層崩壊等の発生

危険個所・発生規模予測手法が必要不可欠である。 
そこで、本研究は、深層崩壊やそれに起因する大規模

土石流、天然ダムの災害に対する事前の施設整備や緊急

時の危機管理体制の整備に資するため、以下の達成目標

を掲げて実施するものである。 
①深層崩壊発生危険箇所・発生規模予測手法の作成 
②異常土砂災害に対する危機管理ガイドラインの作成 
③以上土砂災害に対するハード対策ガイドラインの作

成 

 
平成 23 年度は、深層崩壊発生危険個所・発生規模予

測手法の開発のための研究として、レーザー測量データ

を用い、深層崩壊発生斜面の特徴とされる岩盤クリープ

斜面の表面形状把握手法の検討を進めた。また、危機管

理技術ガイドライン作成のための研究として、 2011 年

9 月の台風 12 号に伴う土砂災害で実際の天然ダム災害

対応で適用された事例を踏まえ、天然ダム堤体からの漏

水が著しい場合の天然ダムに起因する土砂災害の発生時

期の予測手法の検討を進めた。 
 以下、それぞれの項目について第2章、第3章で報告

する。 
 

2．レーザー測量データを用いた岩盤クリープ斜面の抽

出手法の検討 
2．1  背景と目的  
深層崩壊は，大規模な土石流の発生や天然ダムの形成

により，周辺地域に甚大な被害を及ぼすことがある 1),2)。
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図1 岩盤クリープ斜面周辺の地形的特徴 

 
図2 固有値比の概念図（内田ら（2010）6）による） 

 

 
図3 ウィンドウサイズ毎の固有値比 

 

このような深層崩壊の発生箇所を事前に予測することは，

防災，減災の観点から極めて重要である。深層崩壊が発

生しやすい箇所のひとつに，長期的な重力の作用を受け

岩盤の変形の進んだ斜面（以下，岩盤クリープ斜面）が

あり 3)，深層崩壊発生箇所の予測には岩盤クリープ斜面

の抽出が有効であると考えられる。しかし，岩盤クリー

プ斜面は地すべりと比べて変動量が微小であり，地形的

特徴が地表面に顕著に現れないこともある。従来行われ

てきた空中写真判読では，植生の影響も大きく，岩盤ク

リープ斜面の微小な地形的特徴を見つけることは容易で

はなかった。また，広域を同一の精度・基準で評価する

ことは困難であった。 

一方，近年，航空レーザーを用いた地形計測（以下，

LiDAR）により，従来以上に地表面の詳細な地形情報が得

られるようになった 4)～6)。これにより，岩盤クリープ斜

面のような微小な地形的特徴を定量的に評価することが

可能となった（例えば，横山ら，20127)）。地形的特徴を

一定の精度で抽出することができれば，判読ミスや見落

としを減らすことができ，精度良く岩盤クリープ斜面を

抽出することが可能と考えられる。そこで本研究では，

LiDAR データを用いて，岩盤クリープ斜面を抽出する手

法について検討した。 

岩盤クリープ斜面は，一般的には，①斜面内に深い谷

や沢がない，②斜面内に対をなす遷緩線，遷急線が分布

する，③両側の境界に小さな谷や小崩壊が形成されてい

る，④上部の境界付近に谷向きの急崖が存在するといっ

た地形的特徴を有している 8),9)（図 1）。横山ら（2012）
7)は，これらの岩盤クリープ斜面の地形的特徴について，

LiDARデータを用いて，斜面勾配や固有値比 10)等による

表面地形の定量化手法の検討を行った。固有値比は，斜

面に立てた垂線ベクトルの乱れを地表面の乱れとして評

価するもので，値が大きいと平坦で滑らか，小さいと表

面形状の変化が大きいことを表現でき，凹凸の程度現し

ている（図2）。岩盤クリープ斜面は上記の②の特徴を有

するため，解析ウィンドウサイズ遷急線の出現周期（80m

程度）の2分の1から4分の1のとき，斜面の凹凸の度

合いを示す固有値比が最も小さくなることを示した（図

3）。また，谷が深い，遷急（緩）線による勾配変化が大

きいほど，固有値比が小さくなることを明らかにした。

その結果，岩盤クリープ以外の斜面（以下，非岩盤クリ

ープ斜面）では，遷急線・遷緩線がなく，深い谷が発達

するため，ウィンドウサイズ20～30mの固有値比は，岩

盤クリープ斜面よりも小さな値となった。このことは，
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図4 固有値比のヒストグラム 

固有値比が最小となるウィンドウサイズを用いることで，

岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面とを分離できる

可能性が考えられる。本研究では，岩盤クリープ斜面を

抽出する手法として，まず，地形的特徴を抽出した上で，

地形的特徴と岩盤クリープ斜面との関係を検討すること

とした。 

 

2．2  検討方法   
 2，4，10，20，30，50，100mの7種のウィンドウサイ

ズで固有値比を算出した。固有値比の算出方法は横山ら

（2012）7)に従った。各ウィンドウサイズの固有値比を

2mウィンドウサイズで除した値のヒストグラムを，岩盤

クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面について作成したと

ころ，20mおよび 30mウィンドウサイズで頻度分布の大

きな相違がみられた（図4）。ウィンドウサイズ30m／2m

では，0.7 より大きい場合で岩盤クリープ斜面の特徴の

含有率が高いと考えられ，0.9 以上ではさらに高くなる

と考えられる。今回は，ウィンドウサイズ30m／2m固有

値比（以下，変化率）を用いて，変化率の分布と岩盤ク

リープ斜面の地形的特徴とを比較した。 

 検討対象地域は，鰐塚山である（図5）。尻無川の左岸

側に分布する3つの岩盤クリープ斜面（A，B，C）を対象

とした。また，右岸側の非岩盤クリープ斜面との比較も

行った。 

 
2．3  検討結果 

 変化率の分布を図5に示す。なお，変化率は，各グリ

ッドセルについて 20m 四方の平均値を示した。岩盤ク

リープ斜面をみると，いずれの斜面でも遷急線・遷緩線，

浅い谷が多く分布する斜面中央付近で，変化率は 0.9 以

上であった。一方，非岩盤クリープ斜面を見ると，深い

谷の周辺では変化率は 0.7 未満であった。これらのこと

から，固有値比の変化率は，岩盤クリープの地形的特徴

をよく表現しているものと考えられる。また，非岩盤ク

リープ斜面内に存在する浅い谷や遷急線・遷緩線でも変

化率 0.7 以上となっていた。このことは，浅い谷や遷急

線・遷緩線を確実に抽出していることを意味しているが，

岩盤クリープ斜面のみの抽出とはならないことも示して

いる。また，岩盤クリープ斜面が接する境界や，非岩盤

クリープ斜面の狭く深い谷，やせ尾根で，変化率 0.7 以

上となっていたことは，地形的特徴①，②以外の地形が

変化率 0.7 以上に多く含まれる可能性が高い。幅の狭い

谷ややせ尾根では，ウィンドウサイズ 30m よりも小さ

いサイズで固有値比が最小となる可能性があり，今回用

いたウィンドウサイズ 30m では，変化率に差が現れな

かったことが考えられる。 
 
2．4  まとめ   
 固有値比が最小となるウィンドウサイズに着目した変

化率を用いると，浅い谷や遷急線・遷緩線といった岩盤

クリープ斜面に特徴的な地形を抽出することが可能であ

る。しかし，変化率0.7以上には狭く深い谷ややせ尾根

も抽出されることから，他のウィンドウサイズでの検討

やいくつかの組合せを実施し，これらを除外するなどの

検討が必要である。また，岩盤クリープ斜面の抽出を行

うに当たっては，広域，および他地域における検証など，

さらに検討を行う必要がある。 
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3．2011 年台風 12 号により紀伊半島で発生した天然ダ

ムの形状及び湛水位変化 
3．1  背景と概要 

 2011 年の台風12 号により奈良県，和歌山県において

大規模な天然ダムが複数発生した。そのうちいくつかの

天然ダムは同出水中に越流侵食等により解消されたが、

残りの5 箇所については台風12 号通過後にも残存し，

急激な越流侵食による下流への氾濫被害の危険性が残さ

れた。このような被害を事前に把握し，避難情報等をす

みやかに住民に提供するためには，洪水氾濫による影響

範囲を予測するとともに，越流開始までの時期について

も予測する必要がある。前者についてはこれまでに検討
1）がすすめられており，後者については，流出解析等に

より湛水池への流入流量を算出し湛水位変化を予測する

ことが考えられる。 

 

3．2  目的 
 一般的に湛水池の水は天然ダム堤体内部に浸透するた

め，湛水池への流入流量の全てが湛水位の増加につなが

らないと考えられる。しかしながら，過去に水位観測が

実施された天然ダムの事例では，無降雨時にも湛水位は

上昇を続けていることが多く（図 6 上図），浸透量は流

入流量に対して小さいと考えられてきた。一方，台風12 

号により形成した天然ダムは，一箇所（栗平）を除きい

ずれも無降雨時には湛水位が低下傾向（図1 下図）であ

り，流入流量に対して天然ダム形成土塊内部への浸透量

が多いと考えられる。そのため，流出解析等により湛水

位を予測する際には，天然ダム堤体内部への浸透量に留

意しなければならないと考えられる。本検討では，湛水

位予測手法に資するデータを得ることを目的としており，

今回は特に湛水位変化の実態の把握を行った。 

 

3．3  検討方法   
 図2 に示す通り，台風12 号により奈良県4 箇所（赤

谷，長殿，栗平，北股），和歌山県１箇所（熊野）に形成 

した天然ダムを検討対象とした。また，水位変化の比較

として2008 年岩手・宮城内陸地震により形成した湯浜， 

湯ノ倉の天然ダムについても検討対象とした。 

 各天然ダムに設置された投下型水位観測ブイから取得

された水位データと降雨の関係を時系列に整理した。ま

た，深浅測量により取得されたH-V 曲線を用いて湛水量

を算出し，湛水位と単位時間当たりの湛水量の変化との

関係を調べた。単位時間当たりの湛水量の変化は，台風

12 号の事例では，6 時間前の湛水量との差を 1 秒あた

 
図5 ウィンドウサイズ30m／2m固有値比（変化率）の分布 

 
図6 天然ダムの湛水位の変化（上図：湯浜（岩手・宮城

内陸地震により形成した天然ダム、下図：長殿） 
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りに平均化して求め，岩手・宮城内陸地震の事例では，

水位観測実施後については同様としたが，実施前につい

ては，空中写真から水位を判読し，2 時期の湛水量の差 

を1 秒あたりに平均化して求めた。なお，ポンプ等によ

る排水は厳密な量を求めるのが困難であるため，使用し

た水位データは人工的な排水が行われる前までの期間と

した。さらに，赤谷に形成した天然ダムについては，約

2 週間後に発生した台風 15 号により越流し天然ダム堤

体が侵食された。これにより，天然ダムの直下に多量の

土砂が堆積し天然ダム全体の形状が大きく変化した。赤

谷では自然越流前に人工的な排水は行われておらず，越

流侵食前後により大きく地形が変化している。このよう

なケースにおいて，継続的に水位観測されている事例は

これまでに無く，地形変化と水位観測結果とを併せて考

察した。 

 
3．4  検討結果 

3．4．1  水位変化 

 降雨と湛水位の時系列変化の事例を図8 に示す。9 月
中旬から下旬及び10 月中旬の比較的大規模な降雨時に 
は，湛水位も追随して上昇し，降雨終了後まもなく湛水

位は低下に転じている。本報告では長殿のみを図示した 
が，ほかの天然ダムについても同様であった。 

 また，各天然ダムにおける湛水位と，単位時間当たり

の湛水量の変化を図9 に整理した。ここでは降雨の影響

を除くため，24 時間無降雨(上記の大規模な降雨時は72 
時間無降雨)以降のデータのみを用いている。台風12 号
により形成した天然ダムのうち栗平については，全体的

に縦軸の値が0 よりも大きく，無降雨時においても湛水

位は上昇傾向を示したが，それ以外では，縦軸が0 より

も小さく無降雨時には湛水位は低下傾向を示した。 
 また，北股については不明瞭であるが，それ以外では

いずれも湛水位が大きいほど単位時間当たりの湛水量の

変化の値が小さく，浸透量が多いことが示された。一方，

岩手・宮城内陸地震により形成した2 つの天然ダムは湛

水位と湛水量の変化に明瞭な関係は見られなかった。さ

らに，赤谷については台風 15 号前よりも台風 15 号後

の方が湛水位に対する単位時間当たりの湛水量の変化の

値は大きかった。すなわち，同じ水面標高の場合，台風

15 号後の方が湛水位の低下の進行が遅い傾向が示され

た。 
 
3．4．2  地形変化による影響 

 図 10 左図は，台風 12 号直後に撮影された赤谷の天

然ダムであり，図10 右図は台風15 号後の状況である。

台風 15 号前の河道における下流法勾配は，大きい所で

17°程度の箇所もあるが，台風15 号時に発生した越流

侵食及び侵食された土砂の堆積により台風 15 号後は全

体的に概ね一定の勾配（6°程度）となっていた。台風

15号前（9 月8 日）には図10 左図中の枠内の2 箇所

から多量の水が流出していたが，台風 15 号後にはその

量は急激に減っていた。 
 以上の点から，同一の天然ダムであっても湛水位によ

っては天然ダムの浸透量に影響しているものと思われる。 
また天然ダムの形状についても天然ダム内部の透水性に

何らかの影響を与えている可能性が示された。なお，赤

谷では水位観測開始直後（約 505m）は湛水位によらず

湛水量はほぼ一定の割合で減少し，湛水位504m を下回

 
図7 検討対象地域 

 
図 8 天然ダムの水位変化及び単位時間当たりの湛水量の

変化（長殿の例）提供：国土交通省近畿地方整備局 
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ると湛水位が小さくなるほど単位時間当たりの湛水量の

変化の値も小さくなっている。これは，水位観測直後に

は台風 12 号の影響で流入流量が多かった可能性もあり，

今後流出解析などにより検証する必要がある。 
 
3．5  まとめ 

 ここで得られたデータは，湛水位の予測手法の開発の

ための基礎データとして活用できると考えられ，今後浸

透量の予測手法を確立できれば，雨量及び水位データを

リアルタイムに取得し，従来の流出解析手法と組み合わ

せることで，湛水位の予測がリアルタイムで実施できる

可能性がある。しかしながら今回，水位観測と同時期に

流量観測を実施していなかったため，現段階では天然ダ

ム堤体の透水性について十分に考察ができていない。今

後土質試験や，天然ダム堤体下流及び天然ダム湛水域上

流端での流量観測を行い天然ダムの透水性についてさら

に考察する必要がある。 

 
4．おわりに 
 平成 23 年度は、深層崩壊発生危険個所・発生規模予

測手法の開発のための研究として、レーザー測量データ

を用い、深層崩壊発生斜面の特徴とされる岩盤クリープ

斜面の表面形状把握手法の検討を進めた。その結果、固

有値比が最小となるウィンドウサイズに着目した変化率

を用いると，浅い谷や遷急線・遷緩線といった岩盤クリ

ープ斜面に特徴的な地形を抽出することが可能であるこ

とが示された。しかし，変化率 0.7 以上には狭く深い谷

ややせ尾根も抽出されることから，他のウィンドウサイ

ズでの検討やいくつかの組合せを実施し，これらを除外

するなどの検討が必要である。また，岩盤クリープ斜面

の抽出を行うに当たっては，広域，および他地域におけ

る検証など，さらに検討を行う必要がある。 
一方、危機管理技術ガイドライン作成のための研究と

して、 2011 年 9 月の台風 12 号に伴う土砂災害で実際

 

 
図9 湛水位と単位時間当たりの湛水量の変化との関係 

※降雨の影響を除くため24時間無降雨（大規模な降雨は⑦2
時間無降雨）以降のデータのみを用いている。 
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図10 赤谷の地形変化及び漏水状況 
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の天然ダム災害対応で適用された事例を踏まえ、天然ダ

ム堤体からの漏水が著しい場合の天然ダムに起因する土

砂災害の発生時期の予測手法の検討を進めた。その結果、

台風 12 号に伴い形成された天然ダムにおける水位変動

等の実態が明らかになるとともに、天然ダム堤体の形状

変化と漏水状況の間に関連があることが示された。 
 今後は、今年度明らかになった実態を踏まえ、土質試

験や，天然ダム上下流で流量観測を行い天然ダムの透水

性についてさらに考察する必要がある。また、天然ダム

の透水性に基づき漏水量を予測する手法を開発すること

により、雨量及び水位データをリアルタイムに取得し，

流出解析手法と組み合わせることで，湛水位のリアルタ

イム予測が可能になると考えられる。 
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Abstract ：Japan is posed to risks of sediment-related disasters caused by deep catastrophic landslides(DCL), so 
that it is necessary to develop the methods which enable us to design appropriate structural measures beforehand 
or to improve crisis management capabilities. At the same time, it is also necessary to study the methods to predict 
areas at risk of DCL in order to make mitigation measures more efficient under severe financial limitations. In F. Y. 
2011, the authors have executed the study aiming at predicting areas at risk of DCL, in which surface shape of 
mass rock creep was revealed using airborne LiDAR data. It is considered that the specific eigenvalue ratio of the 
window size showing minimum eigenvalue ratio can show mass rock creep slopes. In addition, the authors also 
have executed the study aiming at proposing the technical guideline for risk management of DCL related disasters, 
in which the authors show the characteristics of water level change in landslide dams actually formed at the time of 
Typhoon Talas in 2011 and also find a correlation between water leakage rate and topographic change of landslide 
dam body. 
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